
長
期
停
滞
と
少
子
化
な
ど
の

問
題
が
顕
在
化
す
る
日
本

　

我
が
国
の
経
済
は
１
₉
₉
₀
年
代
以
降
、
低
成
長

が
持
続
し
て
お
り
、
失
業
率
は
比
較
的
低
く
保
た
れ

て
い
る
一
方
、
実
質
賃
金
の
伸
び
は
他
の
先
進
国
な

ど
と
比
較
し
て
も
低
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。
こ
う

し
た
中
で
、
₂
₀
₂
₅
年
に
は
団
塊
の
世
代
が
後
期

高
齢
者
と
な
り
本
格
的
な
高
齢
社
会
が
到
来
す
る
。

同
時
に
、
近
年
少
子
化
も
加
速
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

そ
の
後
は
生
産
年
齢
人
口
の
大
幅
な
減
少
が
見
込
ま

れ
、
社
会
保
障
の
持
続
可
能
性
に
対
し
人
々
の
不
安

が
底
流
し
て
い
る︵
図
表
︶。

　

長
期
停
滞
と
少
子
化
の
背
景
に
は
様
々
な
理
由
が

指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
長
期
停
滞
に
つ
い
て
は
、

生
産
性
の
伸
び
悩
み
が
そ
の
大
き
な
理
由
の
１
つ
で

あ
ろ
う
。
長
期
的
な
成
長
の
底
力
で
あ
る
潜
在
成
長

率
が
近
年
低
水
準
で
徐
々
に
低
下
し
て
お
り
、
そ
の

要
因
は
明
ら
か
に
生
産
性
上
昇
率
の
低
下
に
あ
る
。

こ
の
背
景
に
は
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ
に
加
え
て
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
源
泉
と
な
り
得
る
無
形
資
産
へ

の
民
間
の
投
資
や
Ａ
Ｉ
な
ど
の
科
学
技
術
分
野
へ
の

官
民
に
よ
る
投
資
が
十
分
で
は
な
い
こ
と
も
指
摘
で

き
る
。

　

ま
た
、
少
子
化
は
、
包
摂
的
な
社
会
シ
ス
テ
ム
が

構
築
で
き
て
い
な
い
こ
と
も
そ
の
背
景
と
し
て
指
摘

で
き
る
。
非
正
規
社
員
が
大
幅
に
増
加
す
る
な
ど
、

働
き
方
が
多
様
化
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
高
度
成

長
期
の
企
業
モ
デ
ル
で
あ
る
年
功
序
列
の
終
身
雇
用

制
の
中
に
い
る
正
社
員
は
守
ら
れ
て
い
る
一
方
、
そ

こ
に
含
ま
れ
な
い
人
々
の
所
得
や
雇
用
の
安
定
性
は

低
く
、
結
婚
や
子
ど
も
を
持
つ
こ
と
を
た
め
ら
わ
せ

て
い
る
。
社
会
保
障
に
対
す
る
将
来
不
安
は
、
こ
れ

ら
の
人
々
の
消
費
が
活
発
化
し
な
い
原
因
と
し
て
も

指
摘
さ
れ
、
成
長
と
分
配
の
好
循
環
が
実
現
し
に
く

い
状
況
を
生
み
出
し
て
い
る
。
以
下
、
こ
う
し
た
現

状
を
変
え
て
明
る
い
未
来
に
つ
な
げ
る
た
め
の
社
会

保
障
と
財
政
の
課
題
は
何
か
を
考
え
て
い
き
た
い
。

社
会
保
障
の
改
革
に
向
け
て

　

ま
ず
社
会
保
障
に
関
し
て
は
、
₂
つ
の
改
革
の
方

向
が
重
要
で
あ
る
。
第
１
に
、
人
々
の
多
様
化
し
た

働
き
方
や
生
き
方
、
家
族
の
在
り
方
と
整
合
的
な
、

包
摂
的
な
社
会
保
障
制
度
を
目
指
し
て
改
革
を
す
る

こ
と
で
あ
る
。
年
金
や
労
働
保
険
な
ど
の
社
会
保
険

制
度
は
、
企
業
に
勤
め
る
終
身
雇
用
の
男
性
正
社
員

と
専
業
主
婦
と
い
っ
た
高
度
成
長
期
の
標
準
家
族
の

考
え
方
が
主
軸
の
ま
ま
で
あ
る
。
今
後
、
就
労
形
態

な
ど
に
中
立
的
な
社
会
保
険
制
度
の
構
築
を
急
ぐ
必

要
が
あ
る
。
少
子
化
へ
の
対
応
も
同
様
の
視
点
に
立

ち
、
ど
の
よ
う
な
働
き
方
を
し
て
い
て
も
、
若
者
が

安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
育
て
ら
れ
る
よ
う
に
、
包

摂
的
に
子
ど
も
や
子
育
て
世
帯
に
積
極
的
な
支
援
を

す
べ
き
で
あ
る
。
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
設
計
も
、

教
育
や
訓
練
な
ど
の
人
へ
の
投
資
や
次
の
就
職
ま
で

の
支
援
を
組
み
入
れ
た
、
円
滑
な
労
働
移
動
を
可
能

に
す
る
積
極
的
労
働
市
場
政
策
の
視
点
に
立
っ
た
も

の
に
変
革
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
女
性

や
若
者
な
ど
が
等
し
く
賃
金
上
昇
を
期
待
で
き
不
安

が
軽
減
す
る
だ
け
で
な
く
、
環
境
変
化
に
合
わ
せ
た

産
業
構
造
の
転
換
も
容
易
に
な
る
。

　

第
₂
に
、
高
齢
社
会
で
あ
っ
て
も
持
続
可
能
な
医

療
介
護
提
供
体
制
や
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
こ

日
本
総
合
研
究
所
理
事
長

翁おきな
百ゆり
合

未
来
へ
の
投
資

│
我
が
国
の
社
会
保
障
・
財
政
を
考
え
る
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第２部 2050年を展望する

と
で
あ
る
。
今
後
医
療
介
護
需
要
が
激
増
す
る
一
方
、

医
療
関
係
従
事
者
は
生
産
年
齢
人
口
に
比
例
し
て
減

っ
て
い
き
、
カ
ネ
、
ヒ
ト
の
両
面
で
医
療
介
護
需
要

を
満
た
す
た
め
の
工
夫
が
必
要
に
な
る
。
ま
ず
医
療

デ
ー
タ
を
最
大
限
活
用
し
、
デ
ジ
タ
ル
ヘ
ル
ス
を
進

め
て
患
者
本
位
の
効
果
的
、
効
率
的
医
療
を
提
供
で

き
る
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
高
齢
化
が
進
む
中
、

患
者
同
意
の
も
と
で
デ
ー
タ
共
有
を
推
進
し
、
医
療

と
介
護
の
連
続
的
な
提
供
を
可
能
と
す
る
ほ

か
、
多
様
な
医
療
従
事
者
の
チ
ー
ム
医
療
を

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
ケ
ア
の
現
場
で
実
現
し
、
価

値
の
高
い
医
療
を
提
供
で
き
る
よ
う
に
す
る

必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
医
療
提
供
体
制
の
改

革
も
待
っ
た
な
し
で
あ
る
。
地
域
の
医
療
基

盤
と
し
て
か
か
り
つ
け
総
合
医
を
配
置
し
て

患
者
の
健
康
の
予
防
、
治
療
に
あ
た
り
、
必

要
に
応
じ
て
専
門
の
病
院
に
つ
な
ぐ
フ
ロ
ー

を
確
立
し
、
医
療
機
関
の
機
能
分
化
と
連
携

を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
医
療
・
介
護
保

険
制
度
の
持
続
性
確
保
は
重
要
な
課
題
で
あ

る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
保
険
の
対
象
範
囲
や
、
保

険
料
、
自
己
負
担
の
在
り
方
も
応
能
負
担
の

方
向
で
国
民
的
議
論
を
重
ね
、
そ
の
持
続
を

確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

求
め
ら
れ
る 

持
続
的
成
長
を
支
え
る
財
政
基
盤

　

財
政
支
出
を
見
る
と
、
現
状
、
一
般
会
計

支
出
の
約
３
分
の
１
が
、
上
記
の
社
会
保
障

関
連
支
出
と
な
っ
て
い
る
。
前
述
の
よ
う
な

社
会
保
障
改
革
に
よ
っ
て
特
に
医
療
介
護
分

野
の
歳
出
増
加
を
抑
制
す
る
こ
と
が
極
め
て

重
要
で
あ
る
一
方
、
中
期
的
に
こ
れ
を
賄
う

消
費
税
増
税
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

一
方
で
、
日
本
で
は
長
期
的
な
成
長
に
結

び
付
く
財
政
支
出
が
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い
こ

と
は
大
き
な
問
題
で
あ
る
。
前
述
の
子
育
て
支
援
、

人
へ
の
投
資
、
科
学
技
術
な
ど
未
来
へ
の
投
資
に
は
、

効
果
的
な
財
政
支
出
が
今
後
一
層
重
要
で
あ
る
。
加

え
て
、
地
政
学
リ
ス
ク
の
顕
在
化
や
地
球
環
境
問
題

へ
の
対
応
に
向
け
て
、
防
衛
力
強
化
や
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
安
定
的
な
確
保
、
そ
し
て
Ｇ
Ｘ
に
も
支
出
が
必
要

と
な
る
。
こ
う
し
た
重
要
な
政
策
に
必
要
な
財
政
支

出
を
実
現
す
る
に
は
、
一
層
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
歳
出

改
革
、
賢
い
財
政
支
出
へ
の
真
摯
な
取
り
組
み
が
欠

か
せ
な
い
。

　

長
年
の
財
政
赤
字
が
続
い
た
結
果
、
現
在
公
的
債

務
残
高
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は
国
際
的
に
突
出
し
た
水
準
と

な
っ
て
お
り
、
今
後
の
金
利
上
昇
局
面
で
は
、
利
払

い
負
担
が
増
加
し
て
財
政
余
力
が
縮
小
す
る
可
能
性

が
あ
る
。
ま
た
、
国
家
と
し
て
の
財
政
規
律
が
失
わ

れ
て
い
る
と
市
場
が
判
断
す
れ
ば
、
格
付
け
の
変
化

や
円
安
が
進
行
す
る
リ
ス
ク
に
も
十
分
警
戒
す
る
必

要
が
あ
る
。
諸
外
国
に
は
、
独
立
財
政
機
関
が
存
在

し
て
い
る
が
、
我
が
国
で
も
長
期
的
な
視
点
か
ら
財

政
の
持
続
性
に
関
す
る
リ
ス
ク
を
検
証
す
る
機
能
を

持
つ
こ
と
や
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
活
用
し
、
危
機
時

に
助
け
る
べ
き
人
を
効
率
的
に
特
定
し
て
、
即
時
に

効
果
的
な
財
政
支
出
を
で
き
る
体
制
整
備
も
急
ぐ
必

要
が
あ
る
。

　

我
が
国
を
取
り
巻
く
内
外
の
様
々
な
厳
し
い
課
題

へ
の
対
応
の
必
要
性
を
考
え
る
と
、
持
続
的
に
強
固

な
財
政
基
盤
を
確
立
す
る
こ
と
は
重
要
で
あ
り
、
歳

出
改
革
、
歳
入
確
保
そ
し
て
効
果
的
な
未
来
へ
の
投

資
に
よ
り
、
長
期
的
な
成
長
を
実
現
し
て
い
く
努
力

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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図表　人口動態の推移

出所：全世代型社会保障構築会議資料
（2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
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